
 

               

 

改正後 現行 

第１ 総論 

１～２（略） 

 

３ 予防接種実施状況の把握 

（１）（略） 

 

（２）未接種者への再度の接種勧奨 

Ａ類疾病の定期接種の対象者について、本実施

要領における標準的な実施時期を過ぎてもなお、

接種を行っていない未接種者については、疾病罹

患予防の重要性、当該予防接種の有効性、発生し

うる副反応及び接種対象である期間について改

めて周知した上で、本人及びその保護者への個別

通知等を活用して、引き続き接種勧奨を行うこ

と。ただし、ロタウイルス感染症の定期接種につ

いて、生まれた日の翌日から起算して 14 週６日

（以下「出生 14 週６日後」という。本通知にお

いては、ロタウイルス感染症に係る週齢計算につ

いては、生まれた日を０日として計算することと

し、以下「出生〇週後」又は「出生〇日後」とす

る。）を過ぎた場合はこの限りではないこと。 

 

（３）～（４）（略） 

 

４～６（略）  

 

７ 予防接種の実施計画 

（１）予防接種の実施計画の策定については、次に

掲げる事項に留意すること。 

ア 実施計画の策定に当たっては、地域医師

会等の医療関係団体と十分協議するものと

し、個々の予防接種が時間的余裕をもって

行われるよう計画を策定すること。 

また、インフルエンザの定期接種につい

ては、接種希望者がインフルエンザの流行

時期に入る前（通常は 12 月中旬頃まで）に

接種を受けられるよう計画を策定するこ
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と。 

イ 接種医療機関において、予防接種の対象

者が他の患者から感染を受けることのない

よう、十分配慮すること。 

ウ 予防接種の判断を行うに際して注意を要

する者（(ア)から(ク)までに掲げる者をい

う。以下同じ。）について、接種を行うこ

とができるか否か疑義がある場合は、慎重

な判断を行うため、予防接種に関する相談

に応じ、専門性の高い医療機関を紹介する

等、一般的な対処方法等について、あらか

じめ決定しておくこと。 

（ア）心臓血管系疾患、腎臓疾患、肝臓疾

患、血液疾患、発育障害等の基礎疾患を

有する者 

（イ）予防接種で接種後２日以内に発熱の

みられた者及び全身性発疹等のアレルギ

ーを疑う症状を呈したことがある者（な

お、インフルエンザの定期接種に際して

は、１０（５）に記載したように、接種

不適当者となることに注意すること）。 

（ウ）過去にけいれんの既往のある者 

（エ）過去に免疫不全の診断がされている

者及び近親者に先天性免疫不全症の者が

いる者 

（オ）接種しようとする接種液の成分に対

してアレルギーを呈するおそれのある者 

（カ）バイアルのゴム栓に乾燥天然ゴム（ラ

テックス）が含まれている製剤を使用す

る際の、ラテックス過敏症のある者 

（キ）結核の予防接種にあっては、過去に

結核患者との長期の接触がある者その他

の結核感染の疑いのある者 

（ク）ロタウイルス感染症の予防接種にあ

っては、活動性胃腸疾患や下痢等の胃腸

障害のある者   

 

（２）～（３）（略） 

 

８（略） 

と。 

イ 接種医療機関において、予防接種の対象

者が他の患者から感染を受けることのない

よう、十分配慮すること。 

ウ 予防接種の判断を行うに際して注意を要

する者（(ア)から(キ)までに掲げる者をい

う。以下同じ。）について、接種を行うこ

とができるか否か疑義がある場合は、慎重

な判断を行うため、予防接種に関する相談

に応じ、専門性の高い医療機関を紹介する

等、一般的な対処方法等について、あらか
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（ア）心臓血管系疾患、腎臓疾患、肝臓疾

患、血液疾患、発育障害等の基礎疾患を

有する者 

（イ）予防接種で接種後２日以内に発熱の

みられた者及び全身性発疹等のアレルギ

ーを疑う症状を呈したことがある者（な

お、インフルエンザの定期接種に際して

は、１０（５）に記載したように、接種

不適当者となることに注意すること）。 

（ウ）過去にけいれんの既往のある者 

（エ）過去に免疫不全の診断がされている

者及び近親者に先天性免疫不全症の者が
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（オ）接種しようとする接種液の成分に対

してアレルギーを呈するおそれのある者 

（カ）バイアルのゴム栓に乾燥天然ゴム（ラ

テックス）が含まれている製剤を使用す

る際の、ラテックス過敏症のある者 

（キ）結核の予防接種にあっては、過去に

結核患者との長期の接触がある者その他

の結核感染の疑いのある者 
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９ 予診票 

（１）乳幼児や主に小学生が接種対象となっている

定期接種（ジフテリア、百日せき、破傷風、急

性灰白髄炎、麻しん、風しん、日本脳炎、結核、

Ｈｉｂ感染症、小児の肺炎球菌感染症又は水

痘）については様式第二予防接種予診票（乳幼

児・小学生対象）を、ヒトパピローマウイルス

感染症の定期接種のうち、接種を受ける者に保

護者が同伴する場合及び接種を受ける者が既

婚者の場合については様式第三ヒトパピロー

マウイルス感染症予防接種予診票（保護者が同

伴する場合、受ける人が既婚の場合）を、接種

を受ける者に保護者が同伴しない場合につい

ては様式第四ヒトパピローマウイルス感染症

予防接種予診票（保護者が同伴しない場合）を、

インフルエンザの定期接種については様式第

五インフルエンザ予防接種予診票を、高齢者の

肺炎球菌感染症の定期接種については様式第

六高齢者用肺炎球菌ワクチン予防接種予診票

を、Ｂ型肝炎の定期接種については、様式第八

Ｂ型肝炎予防接種予診票を、風しんの第５期の

定期接種については、様式第九風しんの第５期

の予防接種予診票を、ロタウイルス感染症の定

期接種については様式第十ロタウイルス感染

症予防接種予診票を、それぞれ参考にして予診

票を作成すること。 

なお、予診票については、予防接種の種類

により異なる紙色のものを使用すること等に

より予防接種の実施に際して混同を来さない

よう配慮すること。 

 

（２）～（３）（略） 

 

１０ 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者 

（１）～（４）（略） 

 

（５）予診の結果、異常が認められ、予防接種実施

規則（昭和 33 年厚生省令第 27 号。以下「実施
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なお、予診票については、予防接種の種類によ

り異なる紙色のものを使用すること等により予

防接種の実施に際して混同を来さないよう配慮

すること。 

 

（２）～（３）（略） 

 

１０ 予診並びに予防接種不適当者及び予防接種

要注意者 

（１）～（４）（略） 

 

（５）予診の結果、異常が認められ、予防接種実施

規則（昭和 33 年厚生省令第 27 号。以下「実施



 

規則」という。）第６条に規定する者（予防接

種を受けることが適当でない者）に該当する疑

いのある者と判断される者に対しては、当日は

接種を行わず、必要があるときは、精密検査を

受けるよう指示すること。なお、インフルエン

ザの定期接種で接種後２日以内に発熱のみら

れた者及び全身性発疹等のアレルギーを疑う

症状を呈したことがある者で、インフルエンザ

ワクチンの接種をしようとするものは、予防接

種法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 36 号。以

下「施行規則」という。）第２条第 10 号（予

防接種を行うことが不適当な状態にある者）に

該当することに留意すること。 

 

（６）（略） 

 

１１ （略） 

 

１２ 接種時の注意 

（１）予防接種を行うに当たっては、次に掲げる事

項を遵守すること。 

ア 予防接種に従事する者は、手指を消毒す

ること。 

イ ワクチンによって、凍結させないこと、

溶解は接種直前に行い一度溶解したものは

直ちに使用すること、溶解の前後にかかわ

らず光が当たらないよう注意することなど

の留意事項があるので、それぞれ添付文書

を確認の上、適切に使用すること。 

ウ 接種液の使用に当たっては、有効期限内

のものを均質にして使用すること。 

エ バイアル入りの接種液は、栓及びその周

囲をアルコール消毒した後、栓を取り外さ

ないで吸引すること。 

オ 接種液が入っているアンプルを開口する

ときは、開口する部分をあらかじめアルコ

ール消毒すること。 

カ 結核、ヒトパピローマウイルス感染症、

ロタウイルス感染症及び高齢者の肺炎球菌

感染症以外の予防接種にあっては、原則と

規則」という。）第６条に規定する者（予防接

種を受けることが適当でない者）に該当する疑

いのある者と判断される者に対しては、当日は

接種を行わず、必要があるときは、精密検査を

受けるよう指示すること。なお、インフルエン

ザの定期接種で接種後２日以内に発熱のみら

れた者及び全身性発疹等のアレルギーを疑う

症状を呈したことがある者で、インフルエンザ

ワクチンの接種をしようとするものは、予防接

種法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 36 号。以

下「施行規則」という。）第２条第９号（予防

接種を行うことが不適当な状態にある者）に該

当することに留意すること。 

 

（６）（略） 

 

１１ （略） 

 

１２ 接種時の注意 

（１）予防接種を行うに当たっては、次に掲げる事

項を遵守すること。 

ア 予防接種に従事する者は、手指を消毒す

ること。 

イ ワクチンによって、凍結させないこと、

溶解は接種直前に行い一度溶解したものは

直ちに使用すること、溶解の前後にかかわ

らず光が当たらないよう注意することなど

の留意事項があるので、それぞれ添付文書

を確認の上、適切に使用すること。 

ウ 接種液の使用に当たっては、有効期限内

のものを均質にして使用すること。 

エ バイアル入りの接種液は、栓及びその周

囲をアルコール消毒した後、栓を取り外さ

ないで吸引すること。 

オ 接種液が入っているアンプルを開口する

ときは、開口する部分をあらかじめアルコ

ール消毒すること。 

カ 結核、ヒトパピローマウイルス感染症、

及び高齢者の肺炎球菌感染症以外の予防接

種にあっては、原則として上腕伸側に皮下



 

して上腕伸側に皮下接種により行う。接種

前には接種部位をアルコール消毒し、接種

に際しては注射針の先端が血管内に入って

いないことを確認すること。同一部位への

反復しての接種は避けること。 

キ 結核の予防接種にあっては、接種前に接

種部位をアルコール消毒し、接種に際して

は接種部位の皮膚を緊張させ、ワクチンの

懸濁液を上腕外側のほぼ中央部に滴下塗布

し、９本針植付けの経皮用接種針（管針）

を接種皮膚面に対してほぼ垂直に保ちこれ

を強く圧して行うこと。接種数は２箇とし、

管針の円跡は相互に接するものとするこ

と。 

ク ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種にあっては、ワクチンの添付文書の記載

に従って、組換え沈降２価ヒトパピローマ

ウイルス様粒子ワクチンを使用する場合は

原則として上腕の三角筋部に、組換え沈降

４価ヒトパピローマウイルス様粒子ワクチ

ンを使用する場合は原則として上腕の三角

筋部又は大腿四頭筋部に筋肉内注射する。

接種前に接種部位をアルコール消毒し、接

種に際しては注射針の先端が血管内に入っ

ていないことを確認すること。同一部位へ

の反復しての接種は避けること。 

ケ ロタウイルス感染症の予防接種にあって

は、母子健康手帳等により接種記録を確認

の上、原則として同一ワクチンを複数回（経

口弱毒生ヒトロタウイルスワクチンは２

回、五価経口弱毒生ロタウイルスワクチン

は３回）接種する。接種に際しては接種液

が封入されている容器より直接、全量をゆ

っくりと経口投与する。他の薬剤や溶液と

混合してはならない。 

コ 高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種にあ

っては、原則として上腕伸側に皮下接種又

は筋肉内注射により行う。接種前には接種

部位をアルコール消毒し、接種に際しては

注射針の先端が血管内に入っていないこと

接種により行う。接種前には接種部位をア

ルコール消毒し、接種に際しては注射針の

先端が血管内に入っていないことを確認す
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けること。 

キ 結核の予防接種にあっては、接種前に接

種部位をアルコール消毒し、接種に際して

は接種部位の皮膚を緊張させ、ワクチンの

懸濁液を上腕外側のほぼ中央部に滴下塗布

し、９本針植付けの経皮用接種針（管針）

を接種皮膚面に対してほぼ垂直に保ちこれ

を強く圧して行うこと。接種数は２箇とし、

管針の円跡は相互に接するものとするこ

と。 

ク ヒトパピローマウイルス感染症の予防接

種にあっては、ワクチンの添付文書の記載

に従って、組換え沈降２価ヒトパピローマ

ウイルス様粒子ワクチンを使用する場合は

原則として上腕の三角筋部に、組換え沈降

４価ヒトパピローマウイルス様粒子ワクチ

ンを使用する場合は原則として上腕の三角

筋部又は大腿四頭筋部に筋肉内注射する。

接種前に接種部位をアルコール消毒し、接

種に際しては注射針の先端が血管内に入っ

ていないことを確認すること。同一部位へ

の反復しての接種は避けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 高齢者の肺炎球菌感染症の予防接種にあ

っては、原則として上腕伸側に皮下接種又

は筋肉内注射により行う。接種前には接種

部位をアルコール消毒し、接種に際しては

注射針の先端が血管内に入っていないこと



 

を確認すること。 

サ 接種用具等の消毒は、適切に行うこと。 

 

（２）（略） 

 

１３～１５（略） 

 

１６ 予防接種に関する記録及び予防接種済証の

交付 

（１）（略） 

 

（２）予防接種を行った際、乳幼児・小児について

は、（１）に代えて、母子健康手帳に予防接種

及びワクチンの種類、接種年月日その他の証明

すべき事項を記載すること。 

 

（３）平成 24 年に改正された母子健康手帳では、

乳幼児のみならず、学童、中学校、高等学校相

当の年齢の者に接種する予防接種についても

記載欄が設けられていることから、母子健康手

帳に予防接種及びワクチンの種類、接種年月日

その他の証明すべき事項を記載することによ

り、（１）に代えることができること。 

 

１７ 予防接種の実施の報告 

市町村長は、定期接種を行ったときは、政令第７

条の規定による報告を「地域保健・健康増進事業報

告」（厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、政

策評価担当）作成）の作成要領に従って行うこと。 

 

１８（略） 

 

１９ 他の予防接種との関係 

（１）乾燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾燥

弱毒生麻しんワクチン、乾燥弱毒生風しんワク

チン、経皮接種用乾燥ＢＣＧワクチン又は乾燥

弱毒生水痘ワクチンを接種した日から、乾燥弱

毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾燥弱毒生麻

しんワクチン、乾燥弱毒生風しんワクチン、経

皮接種用乾燥ＢＣＧワクチン又は乾燥弱毒生

を確認すること。 

コ 接種用具等の消毒は、適切に行うこと。 

 

（２）（略） 

 

１３～１５（略） 

 

１６ 予防接種に関する記録及び予防接種済証の

交付 

（１）（略） 

 

（２）予防接種を行った際、乳幼児・小児について

は、（１）に代えて、母子健康手帳に予防接種

の種類、接種年月日その他の証明すべき事項を

記載すること。 

 

（３）平成 24 年に改正された母子健康手帳では、

乳幼児のみならず、学童、中学校、高等学校相

当の年齢の者に接種する予防接種についても

記載欄が設けられていることから、母子健康手

帳に予防接種の種類、接種年月日その他の証明

すべき事項を記載することにより、（１）に代

えることができること。 

 

１７ 予防接種の実施の報告 

市町村長は、定期接種を行ったときは、政令第７

条の規定による報告を「地域保健・健康増進事業報

告」（厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）

作成）の作成要領に従って行うこと。 

 

１８（略） 

 

１９ 他の予防接種との関係 

（１）乾燥弱毒生麻しん風しん混合ワクチン、乾燥

弱毒生麻しんワクチン、乾燥弱毒生風しんワク

チン、経皮接種用乾燥ＢＣＧワクチン又は乾燥

弱毒生水痘ワクチンを接種した日から、別の種

類の予防接種を行うまでの間隔は、27 日以上お

くこと。沈降精製百日せきジフテリア破傷風不

活化ポリオ混合ワクチン、沈降精製百日せきジ



 

水痘ワクチンの予防接種（同一種類のワクチン

を接種する場合において、接種の間隔に関する

定めがある場合は、その定めるところによる。）

を行うまでの間隔は、27 日以上おくこと。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

 

２０ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

った者等の定期接種の機会の確保 

（１）ロタウイルス感染症及びインフルエンザを除

く法の対象疾病（以下「特定疾病」という。）

について、それぞれ政令で定める予防接種の対

象者であった者（当該特定疾病にかかっている

者又はかかったことのある者その他施行規則

第２条各号に規定する者を除く。）であって、

当該予防接種の対象者であった間に、（２）の

特別の事情があることにより予防接種を受け

ることができなかったと認められる者につい

ては、当該特別の事情がなくなった日から起算

して２年（高齢者の肺炎球菌感染症に係る定期

接種を受けることができなかったと認められ

るものについては、当該特別の事情がなくなっ

た日から起算して１年）を経過する日までの間

（（３）に掲げる疾病については、それぞれ、

（３）に掲げるまでの間である場合に限る。）、

当該特定疾病の定期接種の対象者とすること。 

 

（２）～（５） 

 

２１～２４（略） 

 

第２ 各論 

１～２（略） 

 

フテリア破傷風混合ワクチン、不活化ポリオワ

クチン、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチン、沈降

ジフテリア破傷風混合トキソイド、乾燥ヘモフ

ィルスｂ型ワクチン、沈降 13 価肺炎球菌結合

型ワクチン、組換え沈降２価（４価）ヒトパピ

ローマウイルス様粒子ワクチン、組換え沈降Ｂ

型肝炎ワクチン、インフルエンザＨＡワクチン

又は 23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワク

チンを接種した日から別の種類の予防接種を

行うまでの間隔は、６日以上おくこと。 

 

（２）（略） 

 

２０ 長期にわたり療養を必要とする疾病にかか

った者等の定期接種の機会の確保 

（１）インフルエンザを除く法の対象疾病（以下「特

定疾病」という。）について、それぞれ政令で

定める予防接種の対象者であった者（当該特定

疾病にかかっている者又はかかったことのあ

る者その他施行規則第２条各号に規定する者

を除く。）であって、当該予防接種の対象者で

あった間に、（２）の特別の事情があることに

より予防接種を受けることができなかったと

認められる者については、当該特別の事情がな

くなった日から起算して２年（高齢者の肺炎球

菌感染症に係る定期接種を受けることができ

なかったと認められるものについては、当該特

別の事情がなくなった日から起算して１年）を

経過する日までの間（（３）に掲げる疾病につ

いては、それぞれ、（３）に掲げるまでの間で

ある場合に限る。）、当該特定疾病の定期接種

の対象者とすること。 

 

（２）～（５）（略） 

 

２１～２４（略） 

 

第２ 各論 

１～２（略） 

 



 

３ 日本脳炎の定期接種 

（１）～（２）（略） 

 

（３）予防接種の特例 

ア 実施規則附則第２条の対象者（平成 19 年

４月２日から平成 21 年 10 月１日に生まれ

た者で、平成 22 年３月 31 日までに日本脳

炎の第１期の予防接種が終了していない者

で、生後６月から 90 月又は９歳以上 13 歳

未満にある者） 

（ア）実施規則附則第２条第１項により、

残り２回の日本脳炎の予防接種を行う

場合は、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ

ンにより、６日以上の間隔をおいて２

回接種すること。なお、既に接種済み

の１回と今回の接種間隔については、

６日以上の間隔をおくこと。 

（イ）実施規則附則第２条第１項により、

残り１回の日本脳炎の予防接種を行う

場合は、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ

ンにより、１回接種すること。なお、

既に接種済みの２回と今回の接種間隔

については、６日以上の間隔をおくこ

と。 

（ウ）実施規則附則第２条第２項による日

本脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養日

本脳炎ワクチンにより、６日以上、標

準的には６日から 28 日までの間隔を

おいて２回、追加接種については２回

接種後６月以上、標準的にはおおむね

１年を経過した時期に１回接種するこ

と。 

（エ）実施規則附則第２条第３項による日

本脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養日

本脳炎ワクチンにより、実施規則附則

第４条第１項又は第２項により、９歳

以上 13 歳未満の者が第１期の接種を

受け終え、第２期の接種を受ける場合、

６日以上の間隔をおいて、１回接種す

ること。 

３ 日本脳炎の定期接種 

（１）～（２）（略） 

 

（３）予防接種の特例 

ア 実施規則附則第４条の対象者（平成 19 年

４月２日から平成 21 年 10 月１日に生まれ

た者で、平成 22 年３月 31 日までに日本脳

炎の第１期の予防接種が終了していない者

で、生後６月から 90 月又は９歳以上 13 歳

未満にある者） 

（ア）実施規則附則第４条第１項により、

残り２回の日本脳炎の予防接種を行う

場合は、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ

ンにより、６日以上の間隔をおいて２

回接種すること。なお、既に接種済み

の１回と今回の接種間隔については、

６日以上の間隔をおくこと。 

（イ）実施規則附則第４条第１項により、

残り１回の日本脳炎の予防接種を行う

場合は、乾燥細胞培養日本脳炎ワクチ

ンにより、１回接種すること。なお、

既に接種済みの２回と今回の接種間隔

については、６日以上の間隔をおくこ

と。 

（ウ）実施規則附則第４条第２項による日

本脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養日

本脳炎ワクチンにより、６日以上、標

準的には６日から 28 日までの間隔を

おいて２回、追加接種については２回

接種後６月以上、標準的にはおおむね

１年を経過した時期に１回接種するこ

と。 

（エ）実施規則附則第４条第３項による日

本脳炎の予防接種は、乾燥細胞培養日

本脳炎ワクチンにより、実施規則附則

第４条第１項又は第２項により、９歳

以上 13 歳未満の者が第１期の接種を

受け終え、第２期の接種を受ける場合、

６日以上の間隔をおいて、１回接種す

ること。 



 

イ 実施規則附則第３条の対象者（平成７年

４月２日から平成 19年４月１日に生まれた

者で、20 歳未満にある者：平成 17 年５月

30 日の積極的勧奨の差し控えによって第１

期、第２期の接種が行われていない可能性

がある者） 

（ア）実施規則附則第３条第１項により、

残り３回の日本脳炎の予防接種を行う

場合（第１期の初回接種を１回受けた

者（第１回目の接種を受けた者））は、

乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンによ

り、６日以上の間隔をおいて残り２回

の接種を行うこととし、第４回目の接

種は、９歳以上の者に対して、第３回

目の接種終了後６日以上の間隔をおい

て行うこと。 

（イ）実施規則附則第３条第１項により、

残り２回の日本脳炎の予防接種を行う

場合（第１期の初回接種を２回受けた

者（第２回目の接種を受けた者））は、

乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンによ

り、６日以上の間隔をおいて第３回目

の接種を行うこととし、第４回目の接

種は、９歳以上の者に対して、第３回

目の接種終了後６日以上の間隔をおい

て行うこと。 

（ウ）実施規則附則第３条第１項により、

残り１回の日本脳炎の予防接種を行う

場合（第１期の接種が終了した者（第

３回目の接種を受けた者）は、乾燥細

胞培養日本脳炎ワクチンにより、第４

回目の接種として、９歳以上の者に対

して、第３回目の接種終了後６日以上

の間隔をおいて行うこと。 

（エ）実施規則附則第３条第２項から第５

項による日本脳炎の予防接種は、乾燥

細胞培養日本脳炎ワクチンにより、第

１回目及び第２回目の接種として６日

以上、標準的には６日から 28 日までの

間隔をおいて２回、第３回目の接種に

イ 実施規則附則第５条の対象者（平成７年

４月２日から平成 19年４月１日に生まれた

者で、20 歳未満にある者：平成 17 年５月

30 日の積極的勧奨の差し控えによって第１

期、第２期の接種が行われていない可能性

がある者） 

（ア）実施規則附則第５条第１項により、

残り３回の日本脳炎の予防接種を行う

場合（第１期の初回接種を１回受けた

者（第１回目の接種を受けた者））は、

乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンによ

り、６日以上の間隔をおいて残り２回

の接種を行うこととし、第４回目の接

種は、９歳以上の者に対して、第３回

目の接種終了後６日以上の間隔をおい

て行うこと。 

（イ）実施規則附則第５条第１項により、

残り２回の日本脳炎の予防接種を行う

場合（第１期の初回接種を２回受けた

者（第２回目の接種を受けた者））は、

乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンによ

り、６日以上の間隔をおいて第３回目

の接種を行うこととし、第４回目の接

種は、９歳以上の者に対して、第３回

目の接種終了後６日以上の間隔をおい

て行うこと。 

（ウ）実施規則附則第５条第１項により、

残り１回の日本脳炎の予防接種を行う

場合（第１期の接種が終了した者（第

３回目の接種を受けた者）は、乾燥細

胞培養日本脳炎ワクチンにより、第４

回目の接種として、９歳以上の者に対

して、第３回目の接種終了後６日以上

の間隔をおいて行うこと。 

（エ）実施規則附則第５条第２項から第５

項による日本脳炎の予防接種は、乾燥

細胞培養日本脳炎ワクチンにより、第

１回目及び第２回目の接種として６日

以上、標準的には６日から 28 日までの

間隔をおいて２回、第３回目の接種に



 

ついては第２回目の接種後６月以上、

標準的にはおおむね１年を経過した時

期に１回接種すること。第４回目の接

種は、９歳以上の者に対して第３回目

の接種終了後、６日以上の間隔をおい

て１回接種すること。 

 

（４）平成 29～令和６年度における予防接種の特例

に係る積極的な勧奨 

ア 対象者 

  平成 29～令和６年度に 18 歳となる者（平

成 11 年４月２日から平成 19 年４月１日ま

でに生まれた者）については、平成 17 年５

月 30 日から平成 22 年３月 31 日までの積極

的な勧奨の差し控えにより、第２期の接種

勧奨が十分に行われていないことから、

（３）の接種方法に沿って、年度毎に 18 歳

となる者に対して予防接種の積極的な勧奨

を行うこと。 

イ 積極的な勧奨に当たって、個別通知を行

う際には、予防接種台帳を確認して予防接

種を完了していない者にのみ通知を行う方

法又は対象年齢の全員に通知した上で、接

種時に母子健康手帳等により残りの接種す

べき回数を確認する方法のいずれの方法で

も差し支えない。 

ウ 積極的勧奨の差し控えが行われていた期

間に、定期接種の対象者であった者のうち、

第１期接種（初回接種及び追加接種）を完

了していた者に対しては、市町村長等が実

施可能な範囲で、第２期接種の積極的勧奨

を行って差し支えない。 

 

（５）（略） 

 

４～８（略） 

 

９ Ｂ型肝炎の定期接種 

（１）～（２）（略） 

 

ついては第２回目の接種後６月以上、

標準的にはおおむね１年を経過した時

期に１回接種すること。第４回目の接

種は、９歳以上の者に対して第３回目

の接種終了後、６日以上の間隔をおい

て１回接種すること。 

 

（４）平成 29～36 年度における予防接種の特例に

係る積極的な勧奨 

ア 対象者 

  平成 29～36 年度に 18 歳となる者（平成

11年４月２日から平成19年４月１日までに

生まれた者）については、平成 17 年５月 30

日から平成 22 年３月 31 日までの積極的な

勧奨の差し控えにより、第２期の接種勧奨

が十分に行われていないことから、（３）

の接種方法に沿って、年度毎に 18 歳となる

者に対して予防接種の積極的な勧奨を行う

こと。 

イ 積極的な勧奨に当たって、個別通知を行

う際には、予防接種台帳を確認して予防接

種を完了していない者にのみ通知を行う方

法又は対象年齢の全員に通知した上で、接

種時に母子健康手帳等により残りの接種す

べき回数を確認する方法のいずれの方法で

も差し支えない。 

ウ 積極的勧奨の差し控えが行われていた期

間に、定期接種の対象者であった者のうち、

第１期接種（初回接種及び追加接種）を完

了していた者に対しては、市町村長等が実

施可能な範囲で、第２期接種の積極的勧奨

を行って差し支えない。 

 

（５）（略） 

 

４～８（略） 

 

９ Ｂ型肝炎の定期接種 

（１）～（２）（略） 

 



 

（３）接種方法 

Ｂ型肝炎の定期接種は、組換え沈降Ｂ型肝炎ワ

クチンを使用し、生後２月に至った時から生後９

月に至るまでの期間を標準的な接種期間として、

27 日以上の間隔をおいて２回接種した後、第１

回目の注射から 139 日以上の間隔をおいて１回

接種すること。 

 

（４）（略） 

 

 

10 ロタウイルス感染症の定期接種 

（１）対象者 

令和２年８月１日以後に生まれた、次に掲げる

者とすること。 

ア 経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチンを

使用する場合は、出生６週０日後から 24 週

０日後までの間にある者 

イ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを

使用する場合は、出生６週０日後から 32 週

０日後までの間にある者 

（２）対象者から除外される者 

次に掲げる者については、定期接種の対象者か

ら除くこと。 

ア 腸重積症の既往歴のあることが明らかな

者 

イ 先天性消化管障害を有する者（その治療

が完了した者を除く。） 

ウ 重症複合免疫不全症の所見が認められる

者 

（３）留意事項 

ア 出生 15週０日後以降の初回接種について

は安全性が確立されておらず、出生 14 週６

日後までに初回接種を完了させることが望

ましい。このため、定期接種の周知に当た

っては、その旨を伝えること。 

イ 出生 15週０日後以降に初回接種を行う場

合、上記について十分に説明を行い、同意

を得られた場合に接種すること。 

ウ ワクチン接種後に間欠的な啼泣や不機

（３）接種方法 

Ｂ型肝炎の定期の予防接種は、組換え沈降Ｂ型

肝炎ワクチンを使用し、生後２月に至った時から

生後９月に至るまでの期間を標準的な接種期間

として、27 日以上の間隔をおいて２回接種した

後、第１回目の注射から 139 日以上の間隔をおい

て１回接種すること。 

 

（４）（略） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

嫌、血便、嘔吐等腸重積症を疑う症状が被

接種者にみられる場合は、速やかに医師の

診察を受けさせるよう、接種時に保護者に

対して説明すること。 

（４）接種歴の確認 

２回目以降の接種に当たっては、保護者が持参

した予防接種済証又は母子健康手帳等により、経

口弱毒生ヒトロタウイルスワクチン又は五価経

口弱毒生ロタウイルスワクチンのいずれの接種

歴があるか確認すること。 

（５）接種方法 

ロタウイルス感染症の定期の予防接種は、接種

歴を確認した上で、原則として、経口弱毒生ヒト

ロタウイルスワクチンを 27 日以上の間隔をおい

て２回経口投与、又は五価経口弱毒生ロタウイル

スワクチンを 27 日以上の間隔をおいて３回経口

投与することとし、初回接種については、生後２

月に至った日から出生 14 週６日後までの間を標

準的な接種期間として実施すること。 

ただし、１回又は２回投与した後に転居した

際、転居後の定期接種を実施する市町村におい

て、経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチン又は五

価経口弱毒生ロタウイルスワクチンのいずれか

一方の接種しか実施していない等の理由により、

原則によることができないやむを得ない事情が

あると当該市町村長が認める場合には、次に掲げ

る方法で接種することできる。 

ア 経口弱毒生ヒトロタウイルスワクチンを

１回経口投与した後、第１回目の経口投与

から 27 日以上の間隔をおいて、五価経口弱

毒生ロタウイルスワクチンを 27日以上の間

隔をおいて２回経口投与する。 

イ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを

１回経口投与した後、第１回目の経口投与

から 27 日以上の間隔をおいて、経口弱毒生

ヒトロタウイルスワクチンを 27日以上の間

隔をおいて２回経口投与する。 

ウ 五価経口弱毒生ロタウイルスワクチンを

２回経口投与した後、第２回目の経口投与

から 27 日以上の間隔をおいて、経口弱毒生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ヒトロタウイルスワクチンを１回経口投与

する。 

（６）吐き出した場合の対応 

経口投与後に接種液を吐き出したとしても追

加の投与は必要ない。 

（７）令和２年 10 月１日より前の接種の取扱い 

令和２年 10 月１日より前（定期接種が開始さ

れる前）の経口投与であって、定期接種の経口弱

毒生ヒトロタウイルスワクチン又は五価経口弱

毒生ロタウイルスワクチンの経口投与に相当す

るものについては、当該経口投与をロタウイルス

感染症の定期接種とみなし、また、当該経口投与

を受けた者については、定期接種のロタウイルス

感染症の経口投与を受けた者とみなして、以降の

経口投与を行うこと。 

 

11 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種 

（１）（略） 

 

（２）対象者から除外される者 

これまでに、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカラ

イドワクチンを１回以上接種した者は、当該予防

接種を定期接種として受けることはできないこ

と。 

また、平成 26 年度から平成 30 年度の間に既

に定期接種として高齢者肺炎球菌感染症の予防

接種を受けた者についても、同様に当該予防接種

を定期接種として受けることはできないことか

ら、予防接種法施行令（昭和 23 年政令第 197 

号）第６条の規定による周知を行うにあっては、

予防接種台帳等を活用し、既に高齢者肺炎球菌感

染症に係る予防接種を受けたことのある者を除

いて送付する方法で周知を行うこと。そのため、

予防接種記録について５年間を超えて管理・保存

するよう努めること。 

 

（３）（略） 

 

（４）予防接種の特例 

平成31年４月１日から令和２年３月31日まで

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 高齢者の肺炎球菌感染症の定期接種 

（１）（略） 

 

（２）対象者から除外される者 

これまでに、23 価肺炎球菌莢膜ポリサッカラ

イドワクチンを１回以上接種した者は、当該予防

接種を定期接種として受けることはできないこ

と。 

また、平成 26 年度から平成 30 年度の間に既に

定期接種として高齢者肺炎球菌感染症の予防接

種を受けた者についても、同様に当該予防接種を

定期接種として受けることはできないことから、

予防接種法施行令（昭和 23 年政令第 197 号）第

６条の規定による周知を行うにあたっては、予防

接種台帳等を活用し、既に高齢者肺炎球菌感染症

に係る予防接種を受けたことのある者を除いて

送付する方法で周知を行うこと。そのため、予防

接種記録について５年間を超えて管理・保存する

よう努めること。 

 

（３）（略） 

 

（４）予防接種の特例 

平成 31 年４月１日から平成 32 年３月 31 日ま



 

の間、（１）アの対象者については、平成 31 

年３月 31 日において 100 歳以上の者及び 65

歳、70 歳、75 歳、80 歳、85 歳、90 歳、95 歳又

は 100 歳となる日の属する年度の初日から当該

年度の末日までの間にある者とすること。 

また、令和２年 ４月１日から令和６年３ 月 

31 日までの 間、（１）アの対象者については、

65 歳、70 歳、 75 歳、 80 歳、 85 歳、 90 

歳、 95 歳又は 100 歳となる日の属する年度の

初日から当該年度の末日までの間にある者とす

ること。 

 

12 インフルエンザの定期接種 

インフルエンザの予防接種は、次に掲げる者に

対し、インフルエンザ HA ワクチンを使用し、毎

年度１回行うこと。 

ア 65 歳以上の者 

イ 60 歳以上 65 歳未満の者であって、心臓、

腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常

生活活動が極度に制限される程度の障害を

有する者及びヒト免疫不全ウイルスにより

免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な

程度の障害を有する者 

 

様式第十 ロタウイルス感染症予防接種予診票 

での間、（１）アの対象者については、平成 31 

年３月 31 日において 100 歳以上の者及び 65

歳、70 歳、75 歳、80 歳、85 歳、90 歳、95 歳又

は 100 歳となる日の属する年度の初日から当該

年度の末日までの間にある者とすること。 

また、平成 32 年 ４月１日から平成 36 年３ 

月 31 日までの 間、（１）アの対象者について

は、65 歳、70 歳、 75 歳、 80 歳、 85 歳、 

90 歳、 95 歳又は 100 歳となる日の属する年度

の初日から当該年度の末日までの間にある者と

すること。 

 

11 インフルエンザの定期接種 

インフルエンザの予防接種は、次に掲げる者に

対し、インフルエンザ HA ワクチンを使用し、毎

年度１回行うこと。 

ア 65 歳以上の者 

イ 60 歳以上 65 歳未満の者であって、心臓、

腎臓又は呼吸器の機能に自己の身辺の日常

生活活動が極度に制限される程度の障害を

有する者及びヒト免疫不全ウイルスにより

免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な

程度の障害を有する者 

 

（新設） 

 

 


